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学力確認担当者：   
 
 姜宇哲君の学位請求論文『韓国の国際協力政策ー発展過程における連続性と変化ー』は、韓国が被援助
国の地位から新興援助国の立場を経て、開発援助委員会（Development Assistance Committee,  DAC）加盟国
になる発展過程を、内外の要因に注目しながら検討することで、韓国の開発援助における変化の実態とそ
の要因を考察した論文である。 
 
 2008年2月李明博大統領は就任演説において、国連PKOとODAに力を入れると述べ、国際協力の強化
を示唆した。2000年代後半には、明らかな変化として外交政策に開発援助が加わり、その間の最も象徴的
な出来事として、2009年にはOECDのDACに加盟した。政策の変化を踏まえ、2012年には韓国のODA
増加率はDAC加盟国の中で1位となった。他方、途上国の経済発展と福祉向上という国際規範から離れた
形で、いわば自国の国益追求の手段として自由に開発援助を活用する新興援助国もある。しかし、なぜ韓
国は1960年代半ばから開発援助に取り組み始め、新興援助国に留まることなく、自ら制度改革を重ねDAC
加盟まで果たしたのであろうか。 
 
 本論文は、三つの仮説を設けて、韓国の開発援助政策の発展を「連続性」と「変化」に着目しながら分析
した。本論文の枠組みとなる仮説を概観すると以下の通りである。第一仮説は、韓国の開発援助の推進要
因に関するものである。すなわち、韓国の開発援助を国内政治の観点から、「主要アクター」として大統
領、立法府、行政府、大統領府、開発NGOに焦点を当てて、検証を行った。第二仮説は、韓国の開発援助
政策の「連続性」を検討するものである。韓国の開発援助の様相、とりわけ援助の実績、実施体制は「断片
的」に発展してきたのか、それとも何らかの「連続性」があるのかを検証した。第三仮説は、以上の二つの
仮説を検証することによって導かれる。すなわち、主要アクターである大統領の政治的リーダーシップに
よって設定された「国家像」を実現するために、連続的に発展してきた「開発援助」は有効的な政策手段
であった。その際に、国家像がどのように「変化」してきたのかに着目して検証を行った。 
 
 本論文は三部構成になっている。第一部、被援助国期（第 1章）では、韓国の被援助国の立場に注目し、
韓国に対する米国と日本の援助を検討した。なぜ、韓国は援助を日米両国から集中的に受け取ったのか。
また、韓国の最大援助国はなぜ米国から日本に変化したのか。果たして米国と日本の対韓援助の内実には
相違があったのかを分析した。第二部、開発援助政策の発展期（第2章〜4章）では、援助国としての誕生
から新興援助国として発展する時期までを扱った。なぜ、韓国は被援助国であるにも関わらず開発援助を
はじめ、政府機関別に行われていた事業を取りまとめ、専門実施機関を設立したのかを分析した。北朝鮮
との体制競争の必要性が後退する中でも、依然として質量両面において本格化し、人道的観点が拡充され
る発展過程を丹念に論じた。第三部、DAC加盟期（第5章〜第6章）では、上述の分析内容を踏まえて、
韓国が新興援助国に留まることなく、国際社会のいう正式な援助国になるため行った抜本的な制度改革を
検討した。 
 
各章で明らかにしてきた内容を仮説に合わせて整理し、仮説検証から導かれた結論は、以下の通りであ
る。第一仮説は、「韓国の開発援助政策の推進要因には、大統領の政治的リーダーシップがあった」とい
うことである。分析の結果、明らかになった韓国の開発援助のアクターの特徴は、次のように整理されよ
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う。韓国の開発援助において、権威的政治体制から民主化の実現以降まで、大統領の政治的リーダーシッ
プは最も強い要因であった。その背景には、他のアクターの関心の低さ、予算規模、一般国民の関心の低
さがあった。したがって、韓国の開発援助における大統領の政治的リーダーシップは、論争的な課題をめ
ぐるアクター間の争いの中で発揮されたとは限らない。複雑な利害関係が構築されていない状況において、
国家像を実現する手段として開発援助を新たな政策課題として提示した大統領の役割は極めて大きかっ
た。こうした構図は新興援助国ならでの特徴ともいえる。 
 しかし、DAC 加盟に向けた取り組みが本格化し、関連予算の拡大、開発援助の認知度の高まり、市民社
会の成熟といった変化が生じる中で、開発援助をめぐるアクターの多様化が認められるようになった。
大統領のアジェンダ設定が主な推進要因となる中で、限定的ではあるものの、行政府と NGO の影響力は
次第に拡大した。行政府の中では、外交部と企画財政部が韓国の開発援助の二本柱になっている。外交部
は開発援助関連業務を最も長く所管し、DAC加盟、近年の開発援助の拡大、とりわけ無償資金協力の拡大
によって発言権を増してきている。他方、企画財政部はDAC加盟以前には開発援助の大半を占めていた有
償資金協力を担ったという歴史的経緯を踏まえ、予算編成権を盾に援助理念や実施体制の再編を巡って外
交部と対立をみせた。そして、1990年代から徐々に新たなアクターとして浮上してきた開発 NGOは、政
策提言も率先して行うようになった。こうした開発援助のアクターの多様化を受け、個別の制度改革にお
いて企画財務部対その他のアクターという構図が現れる場面が目立った。 
 なお、外部要因としての北朝鮮の存在も看過できない。競争外交の終焉以降においても、北朝鮮要因は韓
国の開発援助政策の展開において重要な作用を働かせた。なぜなら、太陽政策を通じた北朝鮮への人道支
援は、事実上の開発援助であったからである。韓国が蓄積してきた開発援助の経験は、今後の対北朝鮮政
策を展開する上でも資産となり得るであろう。開発援助プロジェクトの計画、立案、実施、評価にまつわ
るノウハウを北朝鮮の人道支援に活用できるからである。 
 第二に、韓国においては歴代の政権を跨いで、開発援助政策を巡る議論が引き継がれた。韓国の歴代政権
の変遷にもかかわらず、韓国外交に占める開発援助の重要性は低下することなく、むしろその実績は質量
両面において一貫して充実してきたのである。韓国の開発援助政策の「連続性」を一言で表せば、各政権
において各々の問題意識に応じて異なる文脈の中で展開されてきた一方で、詰み残された課題が次の政権
へと引き継がれ、連綿と発展してきたことである。各章で検討した開発援助の連続性を整理すると次の通
りである。 
 第一部では、被援助国であった韓国の立場に注目し、李承晩政権と朴正煕政権に対する最大援助国であっ
た米国と日本の援助を検討した。被援助国期の連続性とは、両政権が戦後復興と経済発展に必要なものを、
開発援助を通じて獲得したことである。朴正煕政権は、李承晩政権が直面した資本財援助の欠如という課
題を引き継ぎ、かつそれを克服したのだった。 
 第二部では、韓国が援助国として発展していく時期を扱った。韓国は被援助国でありつつ、政権を跨いで
開発援助の議論を引き継いでその量的拡大と制度整備を行った。朴正煕、全斗煥、盧泰愚と続く各政権にお
ける開発援助政策の連続性とは、国内外環境の激変の中でも政権を跨いで政策的知見が継承され、その積
み重ねが体系的な政策の形成と発展に寄与したことである。ここでいう体系化とは、政府機関別に実施さ
れていた途上国支援が、有償資金協力と無償資金協力の専門実施機関である対外経済協力基金（Economic 
Development Cooperation Fund, EDCF）と韓国国際協力団(Korea International Cooperation Agency, KOICA)に
よって統合されたことを意味する。但し、日本の実施体制を参考に構築された EDCFと KOICAを二本柱
とする混合型の実施体制は、後に官僚組織間の対立の火種となる。なお、政治的観点に加え、経済的観点
からも開発援助が行われ、現実主義の観点が比較的強かったことを指摘しなければならない。（２章） 
 金泳三政権は、韓国の経済的発展を象徴するような案件として、OECD加盟に踏み切った。これは韓国が
国際社会の普遍的な価値に貢献することを本格的に意識しはじめた証拠である。その延長で、実施機関の
設立による開発援助体制の体系化を踏まえて、金泳三政権においては2.2倍もの実績の拡大とあわせて、無
償・有償資金協力の実施体制の整備という連続性が見られた。しかし、この時期における韓国の開発援助
には改善はみられたものの、他方でDAC加盟条件という国際基準を満たすことができなかったという限界
もあった。（第３章） 
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 金大中政権は、歴代政権の対北朝鮮政策を継承しつつ、朝鮮半島の安全保障を図るためのアプローチと
して人道支援を含む融和的な政策、いわゆる「太陽政策」を実施した。太陽政策が事実上の開発援助であ
ることからすれば、それは開発援助における連続性を示すものであり、とりわけ人道的な観点の比重が一
層増したことを意味した。韓国の開発援助の経験は、対北朝鮮支援にも示唆を与えたのだった。（４章） 
 第三部は、韓国がDAC加盟に向けて制度改革を活発に進めた時期を扱った。盧武鉉政権の発足後、開発
援助政策の抜本的な改革がはじまった。DAC加盟のロードマップの下に行われた制度改革、とりわけ国際
開発協力基本法制定の試みとタイド援助改革は、韓国の開発援助政策を国際社会の基準に合わせて一新す
るものであった。盧武鉉政権が DAC 加盟を推進し得たことは、歴代政権が積み上げた実施機関の設立、
OECD 加盟、開発援助における人道的観点の重視といった点で、韓国の開発援助政策に連続性があったこ
とを示す端的な例である。とはいえ、その試みの過程で、官僚組織の対立が韓国の開発援助政策の新たな
阻害要因となっている事情が浮き彫りとなった。（５章）  
 李明博政権は、DAC加盟の取り組みを引き継ぎ、実現を果たした。特に、盧武鉉政権期には実現に至ら
なかった国際開発協力基本法が制定されることによって、混在していた援助理念が整理され、実施体制を
巡る官僚組織の利害関係が調整されるようになった。DAC加盟に向けた取り組みを始めた盧武鉉政権とそ
れを実現させた李明博政権における、開発援助政策の議論の連続性は言うまでもない。ここで強調したい
のは、長期的な観点からの連続性である。本論文が明らかにしたように、韓国のDAC加盟は、歴代政権に
おいて引き継がれた開発援助の議論の集大成であったといえる。（第６章） 
 第三に、大統領の政治的リーダーシップによって設定された「国家像」を実現する手段として、「開発援
助」は有効に機能した。本論文は、時の政権が掲げた対北朝鮮政策を含めた外交政策の方針や、大統領の
個人的な思想信条、国内環境等を詳細に検討することを通じて、歴代政権が外交政策を推進する中で希求
していた国家像を検討し、開発援助がそれに資するものと位置付けられていたことを示した。各章で検討
した国家像とそれを実現する手段としての開発援助について整理すれば、以下のとおりである。韓国が被
援助国であった時期（李承晩政権、朴正煕政権）には、安全保障の確保と経済基盤の構築のため、主とし
て米国と日本から援助を受け取っていた。その後、開発援助に取り組み始めた始動期（朴正煕、全斗煥、
盧泰愚政権）には、北朝鮮との競争外交を念頭に、実施機関の設立を通して制度的基盤が構築された。そ
の基盤を踏まえて、開発援助の発展期（金泳三、金大中政権）には、人道的観点が浮上し、開発援助の本
格的な量的拡大が図られた。こうした制度の拡充と量的な拡大を基盤として、DAC 加盟期（盧武鉉、李明
博政権）には国際社会の援助潮流に沿った形で開発援助政策が再編されたのである。 
 韓国の開発援助は、当初は自国の経済発展のための米国・日本からの援助受け入れの経験から、また北
朝鮮との体制競争の観点から着手された。一定の経済発展を実現し、国力において北朝鮮に対する優位を
占め、途上国の段階を抜けだした金泳三政権以降は、先進国入りを求めるようになり、「普遍的な価値に
貢献する国」として、国際社会における信頼・尊敬の獲得を求めて一層積極的に国際協力に取り組み、ま
た援助目的を商業主義的なものから人道的なものへと変化させた。このような変化をひと言で表せば、韓
国の外交政策における開発援助とは、その時々の政権が抱く先進国像が「経済大国」から「尊敬される国」
へと移り変わる中でも一貫して有効であり続けた、「先進国入り」という外交目標を実現するための政策
手段であった、と結論付けることができる。 
 
 本論文の学術的な意義は次の３つに要約できる。第一に、韓国外交への新たな視座の提示である。韓国
の外交政策に関する先行研究は、分析対象が米、露、中、日に偏っており、近年の東アジアの緊張感の高
まりは、そうした傾向に拍車をかけている。しかし、本論文は、日米から第三世界を経て第二世界へと韓
国外交の地平が拡大する中で、開発援助がどのような役割を担って来たのかを明らかにした。また、北朝
鮮に対する人道支援についても開発援助政策として解釈し、今後の対北朝鮮援助の可能性についても論じ
た。本論文は、今後韓国が途上国との外交関係を築いていく上で、開発援助がその有効な手立てとなる可
能性を提示した。。 
 第二に、韓国の開発援助政策への新たな視座の提示である。先行研究では、韓国の開発援助における理
念は正面から論じられてはこなかった。なお、韓国の開発援助体制は大局的には先進援助国ないしDAC加
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盟国の実施体制を導入したものとして説明できるが、大半のDAC加盟国が外交部を中心とする実施体制を
採用していることからも分かるように、その説明では細部において限界がある。なお、日本の混合型実施
体制と韓国の開発援助の始動期の類似性を、同型化論の模倣と学習の観点から説明するのは可能だろう。
しかし、その場合、北朝鮮との競争、政治制度の相違、経済規模などの環境要因を説明するのは難しい。
本論文は、韓国の開発援助が発展を遂げてきた重要な背景として、歴代政権が先進国という国家像を希求
してきたことを指摘した。言い換えるならば、日韓の開発援助の類似性を強調する先行研究より詳細な知
見を提供している。さらに、韓国の開発援助は短期的な国益を追求する現実主義から、人類の普遍的な価
値を追求する構成主義へと、その軸足を移しつつある過程を丹念に論じた。 
 第三に、他の援助国との比較研究の視座を提示したことである。被援助国から新興援助国、DAC加盟国
と立場を変遷させた韓国の経験は、ユニークなものである。本論文は、その発展過程を時間軸に沿って明
らかにした。本論文で得られた韓国の開発援助政策に関する詳細な知見は、他の援助国との比較研究の基
盤としても意義を持とう。特に、DACの枠内に、伝統的な加盟国と後発の加盟国の二つのグループが形成
される中、これらの国々の動向を見ていく上でも、韓国についての事例研究は学問的な意義を持つもので
あろう。 
 
 以上のように本論文は、優れた研究であると高く評価する。しかしながら、将来の課題とすべき点もあ
る。第一に、定量的分析が十分に行われていないことである。先行研究が指摘するように、韓国は援助国
としての歴史が比較的に短いため、蓄積されたデータも限られている。なお、少額を多くの途上国に配分
する特徴から一貫した推進要因を導き出すことは困難であろう。しかしながら、本論文で行った定性的分
析に定量的分析を加えれば、韓国の開発援助の発展過程をより立体的に描くことができたであろう。第二
に、歴代政権のイデオロギーの区分である。本論文は、歴代政権のイデオロギーの多様性および変化に注
目しながら、開発援助の連続性を強調している。すなわち、イデオロギーが極端に異なる政権交代が起き
たにも関わらず、開発援助を巡る議論が継承されたと主張している。しかし、各政権のイデオロギーを丁
寧に比較した上で、開発援助の推進要因を論じることができたら、本論文はより高い完成度を持ち得ただ
ろうと考えられる。第三に、韓国の開発援助政策以外の公共政策ないし外交政策の制度変化、とりわけ政
策の中止と継続について論じるには至っていない。また、開発援助の連続性をアイディア（idea）、利益
（interest）、制度（institution）の概念を用いて検討していない。こうした観点を加えれば本論文の議論をさら
に深めることができたであろう。言うまでもなく、以上指摘した課題は、本論文に関する本質的なものと
いうよりは、中長期的課題として取り組んでもらいたいものであり、本論文の学術的意義を損なうもので
はない。 
 
 本論文は、国際協力研究分野、援助政策分野、地域研究分野において先端的研究を担っていくことを期
待させるに十分な水準にある。また、自立した研究活動を巡行するための基盤となる学識、高度な分析能
力、研究成果を社会貢献へ結びつける能力を有することを示した。したがって、本学位審査委員会は、姜
宇哲君が博士号（政策・メディア）を授与される資格が十分にあると認める。 
 
 
